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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第34期 

第２四半期 
連結累計期間 

第35期 
第２四半期 
連結累計期間 

第34期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 18,735 19,336 40,316 

経常利益 （百万円） 1,248 1,623 4,558 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 

（百万円） △1,100 1,047 728 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,096 753 708 

純資産額 （百万円） 19,348 21,329 21,148 

総資産額 （百万円） 28,597 30,444 31,619 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は四半期純損失金額

（△） 

（円） △40.26 38.32 26.64 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － 38.18 26.56 

自己資本比率 （％） 67.3 69.6 66.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 1,542 999 4,169 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △911 △498 △3,579 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △537 △635 △576 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） 12,038 11,771 11,943 

 

回次 
第34期 

第２四半期 
連結会計期間 

第35期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成27年７月１日 
至 平成27年９月30日 

自 平成28年７月１日 
至 平成28年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額又

は四半期純損失金額（△） 
（円） △43.41 36.30 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３．第34期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在しますが

１株当たり四半期純損失であるため記載していません。 

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社の異動について、ITサービス・セグメントのシックス・アパート㈱は、全株式を譲渡したこ 

とにより第１四半期連結会計期間において連結の範囲から除外しています。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

（重要な固定資産の譲渡） 

 当社は、平成28年９月29日開催の取締役会において以下のとおり固定資産の譲渡について決議しました。 

 

（１）固定資産譲渡の理由

 平成27年９月29日の取締役会において、自社保有のデータセンターによるサービス提供を終了することを決議しま

した。当該データセンターは平成29年６月末までに稼働停止するため、その後の有効活用について検討した結果、以

下のとおり譲渡することを決議しました。

 

（２）譲渡する資産の内容

資産の名称 所在地及び資産の内容 現況

新横浜データセンター
神奈川県横浜市

土地 7,663.29㎡、建物 12,991.36㎡
データセンター

 

（３）譲渡先の概要

 譲渡先及び譲渡価額につきましては、譲渡先との守秘義務により公表を控えさせて頂きます。

 なお、当社と譲渡先との間には、記載すべき資本関係、人的関係、取引関係はありません。また、譲渡先及びその

関係者は当社の関連当事者には該当しません。

 

（４）譲渡損益

 当該固定資産の譲渡に伴い、譲渡価額から帳簿価額及び譲渡に係る諸経費を控除した金額約９億円(概算)を、譲渡

が完了する平成30年３月期の個別決算及び連結決算において特別利益として計上する予定です。 

 

（５）譲渡の日程

取 締 役 会 決 議 日  平成28年９月29日

契 約 締 結 日  平成28年９月30日

物 件 引 渡 日  平成29年９月29日（予定）

譲 渡 代 金 決 済 日  平成29年９月29日（予定）
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績に関する説明 

 当第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日〜平成28年９月30日）における日本経済は、企業収益や雇用環境

に改善がみられ緩やかな回復基調が続いているものの、新興国経済の減速懸念に加え米国の金融政策や大統領選の

行方等が影響し、先行き不透明な状況が続いています。 

 IT関連市場では、クラウド化が進展しスマートフォンやタブレット等の業務利用が進むとともに、医療や介護領

域へのIT活用やグローバル企業におけるIT化のニーズが高まっています。また、同端末を利用した電子書籍市場が

急成長しています。更には、IoT、ビッグデータ、AI（人工知能）、VR（仮想現実）、AR（拡張現実）等への関心

が高まるとともに、企業内外の技術やアイデアを組み合わせて新たな価値を創造するオープンイノベーションの取

り組みが拡大する等、新たな事業創出が期待されています。 

 

 このような経営環境において、当社グループは中期経営計画（平成24年２月６日公表）の基本方針である、［環

境変化へのスピーディな対応による“進化”］、［重点事業領域の業容拡大に向けた“進化”］、［“進化”を支

える事業基盤の継続的強化］の下、重点事業と位置付けるネットビジネス事業、ヘルスケア事業、GRANDIT事業を

中心に、競争力の強化と業容の拡大に取り組んでいます。 

 本方針の下、前第２四半期に決定した「自社保有のデータセンターによるサービス提供の終了」に伴う業務提携

先データセンターへの移転業務は計画どおり進捗しています。また、移転後の当社データセンターの土地・建物に

ついては有効活用を検討し、譲渡することを決議しました。譲渡日は平成29年９月29日（予定）のため、当期の業

績にデータセンター譲渡の影響はありません。 

 

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの経営成績は、売上高19,336百万円（前年同四

半期比3.2％増）、営業利益1,610百万円（前年同四半期比33.8％増）、経常利益1,623百万円（前年同四半期比

30.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益1,047百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損

失1,100百万円）となり、同期間における過去最高の業績を更新しました。 

 

 なお、当社グループの業績は、企業や病院向けの製品・サービスの納期が年度末の３月に集中する傾向があるた

め、売上高、利益ともに第１・第３四半期が相対的に少なくなり第４四半期に集中する傾向を有しています。 

 

 セグメント別の業績は次のとおりです。 

 

① ITサービス・セグメント 

 当第２四半期連結累計期間のITサービス・セグメントは、ヘルスケア事業が診療報酬改定等による医療機関で

のIT投資抑制の影響を受けたこと及び企業向けSI案件等の下期偏重が拡大したことにより、売上高は9,834百万

円（前年同四半期比6.3％減）となりました。また、売上高減少の影響はコスト削減施策により吸収し前期並み

の利益を確保しましたが、地域包括ケア及びIoT関連への先行投資を進めたため、営業利益は364百万円（前年同

四半期比35.2％減）となりました。 

 事業別の取り組みについて、ヘルスケア事業は、前期に機能強化した病院向けの放射線情報システムや診療情

報管理システム等の販売促進に取り組むとともに、新たに地域包括ケアシステムの開発を進めました。また、

IoTを用いた認知症ケアソリューションを開発し展示会等への参考出展を始めました。 

 GRANDIT事業は、統合業務ソフトウェアパッケージ「GRANDIT®」のグループ経営管理機能を強化した新バージ

ョンを販売開始したほか、経費精算クラウドサービスや承認ワークフロー拡張機能を追加し業務支援機能を拡充

しました。また、パシフィックシステム㈱が「GRANDITコンソーシアム」のビジネスパートナーとして参画し、

「GRANDIT®」の販売体制を強化しました。 

 そのほか、IoT領域では上述の認知症ケアソリューションに加え土壌環境監視ソリューションを開発し、展示

会等への参考出展を実施しました。また、一般企業向けのITサービスにおいても、新製品・サービスの拡充と新

規顧客の開拓を進めるとともに、プロジェクト管理・品質管理の継続的強化に取り組んでいます。 
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② ネットビジネス・セグメント 

 当第２四半期連結累計期間のネットビジネス・セグメントは、電子書籍配信サービスが順調に推移し、売上高

は9,502百万円（前年同四半期比15.3％増）となりました。また、同サービスの売上高伸長に加え、継続的なコ

スト削減策及びEコマースの構造改革効果も発現し、営業利益は1,245百万円（前年同四半期比94.6％増）となり

ました。 

 電子書籍配信サービスでは、国内最大級の電子コミックストア「めちゃコミック」の認知度維持向上を目的に

放映エリアを全国に拡大したテレビコマーシャルを前期に引き続き同時期に実施したほか、「めちゃコミック」

のサイトに誘導するバナー広告を効果的に実施する等販売戦略を進めるとともに、広告に連動した人気作品最新

巻の独占配信を実施しました。加えて「ソーシャルログイン機能」に対応し会員登録やログイン時の利便性を高

める施策等を実施した結果、有料会員数が100万人を超え、第１、第２四半期と四半期の最高売上高を更新しま

した。同サービスでは今後も通期売上高目標の180億円を達成するため、サービス内容の充実に努めます。 

 

(2）財政状態に関する説明 

 総資産は、売上債権の減少等により、前連結会計年度末と比較して1,174百万円減少し、30,444百万円となりま

した。負債は、未払法人税等の減少等により、前連結会計年度末と比較して1,355百万円減少し、9,115百万円とな

りました。また、純資産は、前連結会計年度末と比較して181百万円増加し、21,329百万円となりました。 

 以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の66.5％から69.6％に上昇しました。

 

(3）連結キャッシュ・フロー 

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は11,771百万円となり、前連

結会計年度末より172百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主たる増減要因は以下のとお

りです。

 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

 営業活動によって得られた資金は999百万円（前年同四半期は1,542百万円）となりました。これは主に減価償却

費490百万円(前年同四半期は573百万円)及び売上債権の減少1,618百万円（前年同四半期は1,373百万円）等により

増加し、データセンター関連の事業構造改革に伴う事業再編による支出648百万円（前年同四半期はなし）及び法

人税等の支払1,142百万円（前年同四半期は905百万円）等により減少したものです。 

 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

 投資活動に使用した資金は498百万円（前年同四半期は911百万円）となりました。これは主にソフトウェア等無

形固定資産の取得による支出432百万円（前年同四半期は532百万円）によるものです。 

 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

 財務活動に使用した資金は635百万円（前年同四半期は537百万円）となりました。これは主に配当金の支払601

百万円（前年同四半期は505百万円）によるものです。 

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

 

(5）研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は94百万円です。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 115,200,000 

計 115,200,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数（株） 

（平成28年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成28年11月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 28,800,000 28,800,000 

東京証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 100株 

計 28,800,000 28,800,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成28年９月30日 － 28,800,000 － 1,590 － 1,442 

 

- 6 -



（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数の
割合（％） 

帝人㈱ 大阪府大阪市中央区南本町１丁目６番７号 15,880,000 55.13 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１丁目８番11号 853,000 2.96 

インフォコムグループ従業員持株会 東京都渋谷区神宮前２丁目34番17号 837,600 2.90 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２丁目11番３号 788,100 2.73 

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 

LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG 

FUNDS/UCITS ASSETS 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-

HESPERANGE, LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

560,000 1.94 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 

（常任代理人 ゴールドマン・サックス証

券㈱） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB U.K. 

（東京都港区六本木６丁目10番１号） 
513,827 1.78 

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１丁目８番12号 413,000 1.43 

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

ACCOUNT ESCROW 

（常任代理人 ㈱みずほ銀行） 

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS 

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED 

KINGDOM 

（東京都港区港南２丁目15番１号） 

411,857 1.43 

KBL EPB S.A. 107704 

（常任代理人 ㈱みずほ銀行） 

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG 

（東京都港区港南２丁目15番１号） 
269,100 0.93 

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040 

（常任代理人 ㈱みずほ銀行） 

225 LIBERTY STREET, NEW YORK, NEW 

YORK, U.S.A. 

（東京都港区港南２丁目15番１号） 

245,500 0.85 

計 － 20,771,984 72.12 

（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。 

日本トラスティ・サービス信託㈱ 853,000株 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 765,900株 

資産管理サービス信託銀行㈱ 413,000株 

２．上記のほか、当社所有の自己株式1,460,000株（5.06％）があります。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 1,460,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,338,600 273,386 － 

単元未満株式 普通株式   1,400 － － 

発行済株式総数 28,800,000 － － 

総株主の議決権 － 273,386 － 

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含ま

れています。 

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

（自己保有株式） 

インフォコム㈱ 

東京都渋谷区神宮前二丁目

34番17号 
1,460,000 － 1,460,000 5.06 

計 － 1,460,000 － 1,460,000 5.06 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,940 11,767 

受取手形及び売掛金 8,373 6,709 

たな卸資産 ※１ 274 ※１ 642 

その他 2,177 2,793 

貸倒引当金 △15 △10 

流動資産合計 22,750 21,902 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,461 1,463 

その他（純額） 1,031 1,132 

有形固定資産合計 2,493 2,595 

無形固定資産    

ソフトウエア 2,285 2,117 

のれん 33 25 

その他 50 43 

無形固定資産合計 2,369 2,185 

投資その他の資産 4,006 3,760 

固定資産合計 8,868 8,541 

資産合計 31,619 30,444 

負債の部    

流動負債    

買掛金 3,107 2,774 

未払法人税等 932 525 

賞与引当金 1,109 909 

事業再編損失引当金 1,887 1,602 

その他の引当金 12 30 

その他 2,875 3,068 

流動負債合計 9,924 8,911 

固定負債    

事業再編損失引当金 361 － 

その他 185 204 

固定負債合計 546 204 

負債合計 10,471 9,115 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,590 1,590 

資本剰余金 1,448 1,448 

利益剰余金 18,746 19,192 

自己株式 △820 △820 

株主資本合計 20,964 21,410 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 33 △71 

繰延ヘッジ損益 △0 △0 

為替換算調整勘定 38 △150 

その他の包括利益累計額合計 71 △222 

新株予約権 73 100 

非支配株主持分 39 40 

純資産合計 21,148 21,329 

負債純資産合計 31,619 30,444 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 18,735 19,336 

売上原価 10,357 10,317 

売上総利益 8,378 9,018 

販売費及び一般管理費 ※１ 7,175 ※１ 7,408 

営業利益 1,203 1,610 

営業外収益    

受取利息及び配当金 29 35 

持分法による投資利益 － 2 

その他 17 2 

営業外収益合計 46 40 

営業外費用    

支払利息 0 0 

為替差損 0 20 

パートナーシップ損失 － 5 

その他 0 0 

営業外費用合計 0 27 

経常利益 1,248 1,623 

特別利益    

移転補償金 － 15 

その他 － 0 

特別利益合計 － 15 

特別損失    

減損損失 204 4 

事業再編損 2,544 － 

子会社株式売却損 － 273 

その他 23 10 

特別損失合計 2,772 288 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△1,523 1,350 

法人税等 △423 300 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,100 1,049 

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 2 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△1,100 1,047 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,100 1,049 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 4 △104 

繰延ヘッジ損益 △0 △0 

為替換算調整勘定 0 △191 

その他の包括利益合計 4 △296 

四半期包括利益 △1,096 753 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,096 753 

非支配株主に係る四半期包括利益 0 △0 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
△1,523 1,350 

減価償却費 573 490 

減損損失 204 4 

事業再編損 2,544 － 

株式報酬費用 30 27 

のれん償却額 7 7 

引当金の増減額（△は減少） △89 △185 

受取利息及び受取配当金 △29 △35 

支払利息 0 0 

売上債権の増減額（△は増加） 1,373 1,618 

たな卸資産の増減額（△は増加） △283 △369 

仕入債務の増減額（△は減少） 75 △315 

その他 △461 163 

小計 2,422 2,757 

利息及び配当金の受取額 25 33 

利息の支払額 △0 △0 

事業再編による支出 － △648 

法人税等の支払額 △905 △1,142 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,542 999 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △72 △195 

無形固定資産の取得による支出 △532 △432 

有形固定資産の売却による収入 － 0 

無形固定資産の売却による収入 0 － 

有形固定資産の売却に係る手付金収入 － 282 

投資有価証券の取得による支出 △336 △157 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 4 

差入保証金の差入による支出 △1 △3 

差入保証金の回収による収入 20 2 

その他 10 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー △911 △498 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

リース債務の返済による支出 △35 △35 

配当金の支払額 △505 △601 

非支配株主からの払込みによる収入 3 1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △537 △635 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △37 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 92 △172 

現金及び現金同等物の期首残高 11,946 11,943 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 12,038 ※１ 11,771 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

連結の範囲の重要な変更 

 第１四半期連結会計期間において、シックス・アパート㈱は株式の譲渡に伴い、連結範囲から除外しています。 

 

 

（会計方針の変更等）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しています。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しています。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ たな卸資産の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

商品 88百万円 96百万円 

仕掛品 183百万円 542百万円 

貯蔵品 1百万円 2百万円 

 

 ２ 保証債務 

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

従業員の銀行借入金に対する保証 5百万円 3百万円 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。 

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自 平成27年４月１日 
  至 平成27年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成28年９月30日） 

給料 1,537百万円 1,502百万円 

賞与引当金繰入額 453百万円 466百万円 

退職給付費用 52百万円 53百万円 

広告宣伝費 3,005百万円 3,195百万円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりです。 

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

現金及び預金 12,036百万円 11,767百万円 

関係会社預け金 2百万円 3百万円 

現金及び現金同等物 12,038百万円 11,771百万円 
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成27年６月12日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 505 18.5 平成27年３月31日 平成27年６月16日 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成28年６月16日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 601 22.0 平成28年３月31日 平成28年６月20日 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成28年10月31日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 273 10.0 平成28年９月30日 平成28年11月29日 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 
（注）１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 
  （注）２   ＩＴサービス ネットビジネス 

売上高          

外部顧客への売上高 10,492 8,242 18,735 － 18,735 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
246 0 246 △246 － 

計 10,738 8,243 18,982 △246 18,735 

セグメント利益 562 640 1,203 0 1,203 

（注）１ セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用です。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっています。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 当社グループの更なる成長に向けた中長期的視点での事業構造改革の一環として、新横浜データセンターに

よるサービス提供を平成29年６月末までに終了することとしました。これに伴い、ITサービスセグメントにお

いて、対象資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額204百万円を減損損失として特別損失に計

上しています。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 
（注）１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 
  （注）２   ＩＴサービス ネットビジネス 

売上高          

外部顧客への売上高 9,834 9,502 19,336 － 19,336 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
336 1 338 △338 － 

計 10,171 9,503 19,674 △338 19,336 

セグメント利益 364 1,245 1,610 △0 1,610 

（注）１ セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用です。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっています。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額又は 

  四半期純損失金額（△） 
△40円26銭 38円32銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は 

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△） 

（百万円） 

△1,100 1,047 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期 

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期 

純損失金額（△）（百万円） 

△1,100 1,047 

普通株式の期中平均株式数（株） 27,340,000 27,340,000 

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 38円18銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 

（百万円） 
－ － 

普通株式増加数（株） － 99,078 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間は潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため、記載していません。 

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 

 

 

 

２【その他】

 第35期(平成28年４月１日から平成29年3月31日まで)中間配当については、平成28年10月31日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議しました。 

(1) 中間配当による配当金の総額 273百万円

(2) 1株当たりの金額 10円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年11月29日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月４日

インフォコム株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 平野  巌  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 切替 丈晴  ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているインフォコム株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、インフォコム株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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